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（出典）国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）。
（注）ただし、1920年からは、総務省「国勢調査」、「人口推計年報」、「平成17年及び22年国勢調査結果による補間補正人口」、

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」により追加。値は日本の総人口（外国人含む）。

我が国の総人口の長期的推移
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10,469万人
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2070年
8,700万人

高齢化率 38.7%

2120年（中位推計）
4,973万人

高齢化率 40.4%

2120年（高位推計）
7,062万人

2120年（低位推計）
3,587万人

（2010年）
12,806万人2008年にピーク

12,808万人
高齢化率22.1%

（2025年）
12,305万人

※令和７年国勢調査結果速報（令和８年５月29日公表）を反映
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国勢調査で見た市町村別の人口動態実績（2020年⇒2025年）

○我が国の市町村の人口規模別の総人口変化率をみると、2015年から2020年、2020年から2025年のいずれにつ
いても、人口規模が100万人以上の自治体では人口が増加している一方、人口規模が小さい市町村では、総人口
変化率のマイナス幅が大きい傾向。

○また、2020年と2025年を比較すると、1-100万人の自治体数は減少しており、人口1万人未満の自治体数は増えて
いる。

（出典）総務省「R2年国勢調査（不詳補完結果）」及び「R7年国勢調査（速報値）」より国土交通省国土政策局作成。
（注1）人口規模別の区分は2025年当時の人口による。（注2）2020年の自治体数については、人口が「-」である福島県双葉町は1万人未満に含めている。

※ より上は全国の総人口変化率の平均を上回っていることを示す。
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※令和７年国勢調査結果速報（令和８年５月29日公表）を反映

人口規模

総人口変化率 自治体数

（2015⇒20年） （2020⇒25年） (2020年) (2025年)

100万以上 +2.8% +0.9% 12 12

30-100万 ▲0.3% ▲2.0% 61 59

10-30万 ▲0.9% ▲2.6% 189 185

5-10万 ▲1.9% ▲3.5% 241 226

1-5万 ▲4.7% ▲6.3% 685 672

1万未満 ▲7.8% ▲9.7% 531 565

全国平均
/全国計

▲0.7% ▲2.5% 1719 1719

総人口等の変化率（人口規模別平均値）

※ より上は全国の総人口変化率の平均を上回っていることを示す。
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（速報値）

人口規模

総人口変化率 自治体数

（2015⇒20年） （2020⇒25年） (2020年) (2025年)

100万以上 +2.8% +0.9% 12 12

30-100万 ▲0.3% ▲2.0% 61 59

10-30万 ▲0.9% ▲2.6% 189 185

5-10万 ▲1.9% ▲3.5% 241 226

1-5万 ▲4.7% ▲6.3% 685 672

1万未満 ▲7.8% ▲9.7% 531 565

全国平均
/全国計

▲0.7% ▲2.5% 1719 1719



三大都市圏から地方への転入超過回数の分布（全世代）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告（2012年～2025年）をもとに国土政策局作成。

（備考）
・三大都市圏とは、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、
  神奈川県）、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）及び
大阪圏（京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）を指す。

・凡例の各市町村数は、三大都市圏を含まない。
・三大都市圏からの転入超過回数が13回以上の市町村
をラベル表示。

回数 市町村数

0 460

1-4 574

5-8 148

9-12 56

13-14 17

〇 三大都市圏から地方都市（三大都市圏を除く各自治体）への毎年の転出入の状況について、転入
が転出を上回った年を「転入超過回数１回」としてカウントし、2012年から2025年までの各自治体にお
ける転入超過回数の合計を示した。

○ 海や山のリゾート地の自治体のほか、東京へのアクセスが良い自治体の転入超過回数が多くなっ
ている傾向がある。
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屋久島町

14回の都市（10都市） 13回の都市（7都市）

茨城県 つくばみらい市 茨城県 守谷市

山梨県 北杜市 栃木県 那須町

長野県 軽井沢町 鹿児島県 屋久島町

長野県 原村 鹿児島県 与論町

長野県 白馬村 沖縄県 石垣市

静岡県 熱海市 沖縄県 宮古島市

広島県 江田島市 沖縄県 本部町

沖縄県 今帰仁村

沖縄県 恩納村

沖縄県 竹富町



転入超過
回数

転入超過数合計
（全年代）

　　　（A）　【人】

転入超過数合計
（60歳未満）
　　　（B）　【人】

転入超過数合計に占める
60歳未満の割合
　　（B）／（A）　【％】

島根県 海士町 10 244 258 105.7

香川県 琴平町 10 74 74 100.0

広島県 江田島市 14 1,808 1,780 98.5

北海道 別海町 10 144 140 97.2

沖縄県 竹富町 14 847 808 95.4

北海道 上士幌町 12 255 240 94.1

鹿児島県 南種子町 10 194 182 93.8

北海道 安平町 11 182 170 93.4

徳島県 神山町 12 263 239 90.9

沖縄県 恩納村 14 1,176 1,068 90.8

鹿児島県 与論町 13 378 337 89.2

長野県 白馬村 14 523 453 86.6

沖縄県 石垣市 13 2,361 2,041 86.4

茨城県 つくばみらい市 14 3,984 3,380 84.8

茨城県 守谷市 13 4,061 3,421 84.2

鹿児島県 屋久島町 13 635 527 83.0

北海道 弟子屈町 11 160 130 81.3

沖縄県 宮古島市 13 2,862 2,320 81.1

転入超過回数が比較的多い都市（現役世代）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告（2012年～2025年）をもとに国土政策局作成。

（備考）転入超過数は、2012年から2025年の合計値である。3大都市圏からの転入超過回数が10回以上の地方都市（３大都市圏を除く各自治体）について、
「60歳未満」の転入超過数の割合が高い順に並べたもの。

〇三大都市圏からの転入超過回数が比較的多い地方都市について、2012年から2025年の転入超過
数合計に占める60歳未満の割合が高い順に並べると、移住・定住の促進に取り組む自治体や、海
や山のリゾート地、都市圏のベッドタウンなどが散見される。
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転入超過回数が比較的多い都市（60歳以上）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告（2012年～2025年）をもとに国土政策局作成。

（備考）転入超過数は、2012年から2025年の合計値である。3大都市圏からの転入超過回数が10回以上の地方都市（３大都市圏を除く各自治体）について、
「60歳以上」の転入超過数の割合が高い順に並べたもの。

転入超過
回数

転入超過数合計
（全年代）

　　　（A）　【人】

転入超過数合計
（60歳以上）
　　　（B）　【人】

転入超過数合計に占める
60歳以上の割合
　　（B）／（A）　【％】

静岡県 伊東市 12 1,521 2,844 187.0

静岡県 東伊豆町 11 333 598 179.6

静岡県 熱海市 14 2,022 2,216 109.6

岡山県 吉備中央町 10 24 22 91.7

新潟県 湯沢町 12 466 376 80.7

栃木県 那須町 13 1,176 907 77.1

沖縄県 南城市 12 431 313 72.6

長野県 富士見町 10 416 290 69.7

沖縄県 読谷村 11 395 247 62.5

山口県 周防大島町 11 283 155 54.8

山梨県 山中湖村 10 254 130 51.2

鹿児島県 瀬戸内町 11 341 170 49.9

大分県 竹田市 10 211 104 49.3

長野県 原村 14 631 292 46.3

山梨県 北杜市 14 3,664 1,619 44.2

鹿児島県 西之表市 10 283 115 40.6

滋賀県 大津市 11 7,258 2,774 38.2

北海道 東川町 10 175 60 34.3

〇三大都市圏からの転入超過回数が比較的多い地方都市について、2012年から2025年の転入超過数
合計に占める60歳以上の割合が高い順に並べると、有名観光地などが散見される。
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関係人口（訪問系）人数と転入超過回数（全世代）の関係

（出典）総務省「国勢調査」（2020年）、総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2012年～2025年）及び国土交通省「地域とのかかわりについてのアンケート」
 （2023年9月実施）をもとに国土政策局作成。

（備考）・関係人口（訪問系）とは、日常生活圏、通勤圏、業務上の支社・営業所訪問等及び単なる帰省以外で、定期的・継続的に訪問する地域がある人をいう。
・例えば最下段の横棒グラフは、人口1万人当たりの関係人口が10人以上である地方都市の数が45あり、そのうち、転入超過回数が13回以上の都市が、

  約11%であることを示す。

三大都市圏からの転入超過回数人口1万人当たりの
関係人口（訪問系）人数
nは該当する自治体数

0人
n=242

0～2.5人
n=623

2.5～5.0人
n=247

5.0～7.5人
n=63

7.5～10.0人
n=35

10.0人～
n=45

○1万人当たりの関係人口（訪問系）人数が多いほど、転入超過回数が高頻度である都市の割合が高
い傾向がある。

0回 1-4回 5-8回 9-12回 13-14回
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地方圏への移住を検討している人が重視する項目

○移住の意向がある人のうち、移住に踏み切れない不安がある人の割合は約半数となった。

○移住意向者が移住を検討する際にの意思決定に影響する要素としては、「地域での日常の買い物で
不便がない」「地域の医療体制が整っている」といった日常生活に関する項目が上位となった。

（出典）株式会社パーソル総合研究所「地方移住に関する実態調査」（2022年３月作成）を基に国土政策局作成 7

移住意向者が検討時に影響すると回答した項目■移住の意向がある人のうち、移住に踏み
切れない不安がある人の割合



（参考）生活満足度に関する調査※について

（出典）内閣府「満足度・生活の質に関する調査報告書2025～我が国のWell-beingの動向～ （概要）」より

図・グラフ等

8

※10,633人へのインターネット調査。仕事や家庭の状況等を含む回答者の基本属性を踏まえつつ、総合的な生活満足度や分野別満足度などの主観指標を分析し、Well-beingを多角的に
評価。



生活満足度（総合）の地域別動向

地域別・年齢階層別の生活満足度変化の寄与

○生活満足度の地域別の推移について、コロナ禍の 2021 年には東京圏の満足度が低下し、地方圏を下
回っていたが、最新の調査（2025年）では東京圏の満足度は地方圏を再び上回った。なお、いずれの
圏域においても、前年調査（2024年）と比較すると総合的な生活満足度が低下した。

○特に、三大都市圏ではミドル層（40～64歳）が、地方圏では若年層（39歳以下）が全体の生活満足
度低下に寄与した。

生活満足度の推移（地域別）

9（出典）内閣府「満足度・生活の質に関する調査報告書2025～我が国のWell-beingの動向～」より

※1 ※2

※1 三大都市圏は、東京圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県）、
名古屋圏（愛知県・三重県・岐阜県）、大阪圏（大阪府・京都府・
兵庫県・奈良県）を指す。
※2 地方圏は、三大都市圏を除く道県を指す。



分野別（雇用環境と賃金、社会とのつながり）満足度の地域別動向

○分野別の満足度を地域別でみると、「雇用環境と賃金」については、前年調査（2024年）と比べて、いずれの
圏域においても上昇し、特に地方圏では有意に上昇した。

○一方、「社会とのつながり」は、三大都市圏、東京圏、地方圏のいずれも低下した。三大都市圏では、コロナ
禍の 2021 年には満足度が大きく低下したが、コロナ禍を終えた 2024 年にかけて上昇し、東京圏は特にそ
の変化が大きかった一方で、地方圏はおおむね横ばい傾向にあった。

「社会とのつながり」満足度の推移（地域別）

分野別満足度の変化（地域別）

10（出典）内閣府「満足度・生活の質に関する調査報告書2025～我が国のWell-beingの動向～」より



PFS事業の実施状況

○ PFS（成果連動型民間委託契約方式）事業の実施件数（累計）は、令和７年度末時点で379件（対前年度末
比：42件増）で増加傾向となっている。

○地域別には、近畿地方、関東地方、九州・沖縄地方が多く、事業分野は、重点３分野（医療・健康、介護、再
犯防止）が約８割を占めている。

（出典）内閣府「国内におけるＰＦＳ事業の取組状況について」（令和８年３月31日）より 11

【国内事例（案件数）（令和７年度末時点）】

（参考）内閣府「国内におけるPFS事業の取組状況について」（令和６年３
月５日、令和７年３月５日、令和８年３月31日）をもとに、国土交通省国
土政策局が作成

PFS（成果連動型民間委託契約方式）事業
国又は地方公共団体等が、民間事業者に委託等する事
業であり、解決すべき社会課題に対応した成果指標を設
定し、支払額等を当該成果指標の改善状況に連動させる
もの。



住民主体の取組（地区防災計画の推進）

○地区防災計画制度は、平成25年の災害対策基本法の改正により、地区居住者等（居住する住民及び事業所を有

する事業者）が市町村と連携しながら、「自助」・「共助」による自発的な防災活動を推進し、地域の防災力

を高めるために創設された制度。

○令和7年4月1日現在、44都道府県284市区町村の3,354地区の地区防災計画が地域防災計画に定められ、さらに

47都道府県486市区町村の8,355地区で地区防災計画の策定に向けた活動が行われている。

（出典）内閣府「防災に関してとった措置の概況 令和８年度の防災に関する計画」
（https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/pdf/r8_all.pdf）
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地震時等に著しく危険な密集市街地

○「地震等に著しく危険な密集市街地」（※）約6,000ha（平成23年度末）について、令和12年度までに最低限の安全

性を確保し、解消することを目標に密集市街地の整備改善を推進している。

（※）密集市街地のうち、延焼危険性や避難困難性が特に高く、地震時等における最低限の安全性が確保されていない、著しく危険な

密集市街地。

13（出典）国土交通省「密集市街地の改善整備について」（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001997781.pdf）
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総住宅に占める木造住宅の割合(%)

88%

81.3%

88.8%

83.3% 82.3%

全国の木造建物の傾向

総務省「令和５年住宅・土地統計調査」、赤線は全国加重平均値（沖縄県は除く）
（注）木造とは、建物の主な構造部分のうち、柱・はりなどの骨組みが木造のものをいう。

○全国の総住宅数は約5,500万戸。そのうち木造の住宅は約3,000万戸。
○木造率は沖縄県（県内木造率3.4%）を除いた全国平均で54.6％であるが、地方圏においては
平均値を上回る傾向。

○特に東北地域や日本海側の県で木造率が高い傾向がみられる。

全国平均：54.6％
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生物多様性（農林水産業や農山漁村関係）

○自然共生サイト（生物多様性の保全が図られている区域）のうち、約８割は農林水産業・農山漁村に関係するサイト
となっており、人の営みと自然が共存する場として、生物多様性の保全に貢献している。

○生きものが暮らしやすい環境を育む有機農業は、生物多様性の保全にも寄与しており、その取組面積は、
令和３年に「みどりの食料システム戦略」（農林水産省）が策定されて以降、増加傾向にある。

（出典）農林水産省「みどりの食料システム戦略に基づく取組の進捗状況と今後の展開」（令和８年７月）

自然共生サイト（農林水産業・農山漁村関連）
の認定状況

15

有機農業取組面積の推移

農林水産業・農山漁村に
関係するサイト

325か所（77％）

計423か所
（令和8年6月末時点）



空き地の状況

○世帯の保有する空き地の面積は、2008 年から2018 年にかけて、632㎢から1,364 ㎢へと２倍以上
に増加しており、空き地率も6.5%から12.4%へと増加するなど、この10 年間で、全国の空き地の面
積が急増している。

○地域別にみると、人口減少等の深刻化する地方部を中心に空き地率が大きく増加しているが、一方
で、東京、神奈川、埼玉、大阪などの都心部は、空き地率が5％以下で、あまり増加していない。

出典：「国土交通政策研究所紀要第８０号２０２２年」より
（注）平成30（2018）年の世帯土地調査から「空き地」と「原野」に選択項目が分かれた。それまでの調査では空き地の項目に原野等を含む。
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空き地率（都道府県別、2018年）



空き地等に関連する課題①

○管理不全土地の発生が自治体にとって最も問題となっている。
○空き地の増加や低未利用地の活用についても課題となっている。

（出典）国土交通省「土地の利活用・管理に関するアンケート調査」（国土交通省、令和６年２月実施）より 17
※ 空き地等・・現に何らの用途としても利用されていない、 又は放置されている土地で、その利活用や管理、又は他の用途・地目への転換等が必要と考えられる土地。

※ ※



空き地等に関連する課題②

○空き地等に関する問題は、都市部から地方部まで幅広い地域で満遍なく発生している。

（出典）国土交通省「土地の利活用・管理に関するアンケート調査」（国土交通省、令和６年２月実施）より 18
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